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信夫中学校いじめ防止等の対策に関する基本方針
2023.12.12改定

福島市立信夫中学校
１ 目 的

『いじめ防止対策推進法』（H25.9.28施行 H29.3改訂）及び『福島市いじめ防止
等に関する条例』（H29.4.1施行 R5.8改訂）を受け、本校の「いじめ防止等の対策
に関する基本方針」の策定と見直しを行い、いじめ防止のために実効性のある組織の
構築を図り、未然防止・早期発見・事案対処における適切な対応を行うことを目的と
する。

○ いじめの定義（いじめとは）

「児童生徒に対して、当該児童生徒が在籍する学校に在籍している等当該児童生徒
等と一定の人的関係にある他の児童生徒等が行う心理的又は物理的な影響を与える行
為（インターネットを通じて行われるものを含む）であって、当該行為の対象となっ
た児童生徒等が心身の苦痛を感じているものをいう。」

（いじめ防止対策推進法 第二条より）
（福島市いじめ防止等に関する条例 第２条第１号）

○ 法の見直し規定を踏まえ、平成２９年に国の基本方針の改訂が行われ、改めて学校の
いじめ対応の基本的な在り方が示された。

＜重点事項＞
〇 けんかやふざけ合いであっても、見えないところで被害が発生している場合もあ

ることから、丁寧に調査した上でいじめに当たるか否かを判断する。
〇 いじめは、単に謝罪をもって安易に「解消」とすることはできない。
〇 いじめが解消している状態とは、以下の二つの要件が満たされていることを指す。

① 被害者に対する心理的又は物理的な影響を与える行為が止んでいる状態が相当
の期間（３か月が目安）継続している。

② 被害者が心身の苦痛を受けていない（本人や保護者の面談等で心身の苦痛を感
じていないかどうか確認する）。

〇 教職員がいじめに関する情報を抱え込み、対策組織に報告を行わないことは法第
２３条第１項に違反し得ることから、教職員間での情報共有を徹底する。

〇 学校は、いじめ防止の取組内容を基本方針やホームページなどで公開することに
加え、生徒や保護者に対して年度当初や入学時に必ず説明する。

〇 基本方針の位置づけ

いじめは、禁止されている行為である。

〇 基本理念

いじめが全ての児童生徒等に関係する問題であることに鑑み、いじめは現に起き
ているとの基本認識に立ち、児童生徒等が安心して学習その他の活動に取り組むこ
とができるよう、学校の内外を問わずいじめが行われなくなるようにする。

〇 いじめに対する基本認識

いじめ対応にあたって、これまでの「いじめは、どこでもどの児童生徒等にお
いても起こり得る」というレベルから、「いじめは現に起きている」というレベル
まで危機意識を上げて対応する必要がある。

いじめは人間として決して許されない行為である。
いじめは、暴力行為の有無にかかわらず、何度も繰り返されたり、多くの者から

集中に行われたりすることで、児童生徒等の生命、心身又は財産に重大な危険を生
じさせる恐れがある。

これらを受けて、本校の基本方針を以下のようにする。

２ 組 織
（１）いじめ根絶チーム

いじめ根絶チームを設置し、いじめの根絶のための実効ある取組や対応について
協議するとともに、家庭や地域と協力し、情報交換をすることで、早期発見・早期
解消を図る。

いじめ根絶チーム

いじめ対策委員会 校長、教頭、生徒指導主事、各学年主任、養護教諭、
その他校長が必要と認めたもの、（ＰＴＡ本部役員）

・いじめの実態把握や重大ないじめの対応について協議する。
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・家庭や地域からの情報を共有し、早期発見・早期対応を進める。

いじめ防止委員会 校長、教頭、生徒指導主事、各学年生徒指導係、養護教諭
・いじめの未然防止と根絶を図るための取組や対応を行う。

（２）生徒指導委員会
生徒指導委員会では、日常生活において、いじめの早期発見・早期指導について

協議するとともに、いじめ根絶に向けての具体的な対応を行う。
（３）サポート委員会

サポート委員会では、欠席が多い生徒の対応について協議するとともに、いじめ
の関連性についての情報交換をする。（必要に応じてケース会議を実施）

３ 年間計画

月 主 な 実 践 月 主 な 実 践

４月 年間計画の作成 10月 生活状況調査（二学期末）
いじめ根絶宣言（全校生、保護者）

５月 生活状況調査（ゴールデンウイーク明け） 11月 二者面談（全学年）
いじめ０宣言・決意文作成 教育（三者）相談（全学年）

６月 日常面談（随時全学年） 12月 冬休み前相談（随時全学年）

７月 生活状況調査（一学期末） １月 生活状況調査（冬休み明け）
夏休み前面談（随時全学年） 冬休み明け面談（随時全学年）
三者面談（３年）夏休み中

８月 生活状況調査（夏休み明け） ２月 生活状況調査（三学期末）
三者面談（３年）夏休み中

９月 夏休み明け面談（随時全学年） ３月 今年度の反省と評価

４ いじめの理解
いじめを次のように理解し、常に危機感をもち、迅速に対応する。

（１）「いじめは現に起きている」というレベルまで危機意識を上げて対応する。
（２）嫌がらせやいじわる等の暴力を伴わないいじめは、多くの児童生徒が入れ替わり

ながら被害も加害も経験するものである。
（３）暴力を伴わないいじめであっても、何度も繰り返されたり多くの者から集中的に

行われたりすることで、生命又は身体に重大な危険を生じさせうる。
（４）学級や部活動等の所属集団の構造上の問題（例えば無秩序性や閉塞性）から起こ

ることもあり、「観衆」としてはやし立てたり面白がったりする存在や、周辺で暗
黙の了解を与えている「傍観者」の存在にも注意を払い、集団全体にいじめを許容
しない雰囲気が形成されるようにすることが必要である。

（５）「いじめ」の中には、犯罪行為として取り扱われるべきと認められ、警察に相談
することが必要なものや、児童生徒の生命、身体又は財産に重大な被害が生じるよ
うな、警察に通報することが必要なものが含まれる。これらについては、教育的な
配慮や被害者の意向を考慮しつつも、速やかに警察に相談・通報の上、警察と連携
した対応をとることが必要である。

(６) 特に配慮が必要な児童生徒として、以下のような例が考えられ、特性を踏まえた
適切な支援を行うとともに、保護者との連携、周囲の児童生徒に対する必要な指導
を組織的に行う。
ア 発達障害を含む、障害のある児童生徒
イ 海外から帰国した児童生徒や外国人の児童生徒、国際結婚の保護者を持つなど

の外国につながる児童生徒
ウ 性同一性障害や性的指向・性自認に係る児童生徒
エ 東日本大震災により被災した児童生徒又は原子力発電所事故により避難してい

る児童生徒
オ 新たな感染症や病気等に罹患し、学校に復帰した児童生徒等

５ いじめの未然防止・早期発見・事案対処における適切な対応等に向けての取り組み
（１）課題未然防止教育

いじめを許さない学校づくり～一人一人の個性やよさが発揮される学校～
① 道徳教育の充実

・ 道徳的判断力や実践意欲を高めるとともに、いじめを許さない心情や態度を
育てる授業やストレスマネジメントなどの心の授業を行う。

・ 「生命を尊重する心」や「思いやりのある心」を重点とした道徳教育を推進
する。

・ 「道徳科」の趣旨を踏まえ道徳推進教師を中心とした全教職員の協力体制の
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もとに、いじめ防止の視点も踏まえ道徳性の育成にかかわる指導の充実を図る。
・ いわれなき差別や偏見をなくすため学校・家庭・地域が一体となり、基本的

人権の尊重の精神を高め、一人一人を大切にした教育の実現に向けた人権教育
の充実を図る。

② 学級活動の充実
・ 生徒相互の人間関係の構築を図るために、コミュニケーション能力やソーシ

ャルスキルを高める授業を行う。また、規範意識を高める授業を展開する。
・ 生徒一人一人のよさを引き出し、教職員による「居場所づくり」を進める

とともに、生徒が主体的に取り組む「絆づくり」ができるような機会を設ける。
③ 「自己有用感」「自己肯定感」や集団への帰属意識の醸成

・ 授業や学校行事、部活動等全教育活動において、生徒一人一人の個性やよさ
が発揮される望ましい集団活動を行い、他者から認められ、他者の役に立って
いるという「自己有用感」「自己肯定感」や集団への帰属意識の醸成を図る（絆
づくり）。

④ いじめ防止の啓発
いじめ問題への取組の重要性について認識を広め、地域、家庭と一体となっ

て取組を推進するため、保護者や地域に対して、いじめ防止のための啓発を行
う。

⑤ インターネットの取扱いを含めた啓発
ＳＮＳ等の中での誹謗中傷によるいじめ事案も見られることから、児童生徒

等への情報モラル教育の充実を図るとともに、保護者に対してインターネット
の取扱いを含めた啓発を行う。

⑥ ＳＯＳを表出できる雰囲気と体制づくり
生徒等が、困ったときや悩みがあるときに、弱音を吐いたり、人に頼ったり

することができる雰囲気とそれを受け止める体制づくりを行う（親和的な学級
づくり）。

⑦ 教職員の指導力向上を目指した研修の充実
教職員に対して児童生徒等の内面理解に資する研修等を実施する。また、い

じめ対応のシミュレーションを年１回実施する。
⑧ いじめ根絶宣言 「いじめ防止対策推進法」の周知

・ 全校集会（生徒）やＰＴＡ総会・学年懇談会（保護者）において「いじめ防
止対策推進法」について説明し、いじめの根絶に向けての協力を要請する。

⑨ いじめ０宣言の作成
・ 生徒総会で、生徒会本部による呼びかけを行う。
・ 学級活動で、学級ごとに「いじめゼロ宣言」を作成し、掲示する。

⑩ いじめ根絶に向けての決意文の作成
・ 学級活動で、一人一人「決意文」を作成する。

（２）課題早期発見対応
いじめの認知に向けての取り組み～『いじめ見逃しゼロ』～

いじめは大人が気付きにくく判断しにくい形で行われることを認識し、些細
な兆候であっても、いじめは現に起きているという基本認識のもと、早い段階
から、的確にかかわりをもち、いじめを軽視したり隠したりすることなく積極
的にいじめを認知する。

① 登下校
・ 生徒の状況を速やかに把握できるように、登校観察・指導（校門付近）を分

担して行う。
・ 学級担任は、教室で生徒の状況を把握する。（欠席・遅刻の確認）

② 授業
・ わかる・できる・楽しいと感じる授業を展開するとともに、全生徒が安心し

て発言できるように、学級活動等を通して親和的な学習集団づくりに努める。
③ 休み時間

・ 生徒の状況を速やかに把握できるように、学年ごとに分担し、生徒観察・生
徒把握に努める。

④ 係活動・部活動
・ 全職員で分担し、顧問の指導のもと、活動が活発に行われるように支援する。

⑤ 生活状況調査（いじめアンケート）の実施
・ 年６回アンケートを実施する。いじめの早期発見・早期対応に役立てる。
・ アンケート実施後は、内容の確認について、速やかにダブルチェックを行い、

少しでもいじめに関係すると思われる内容があれば、時を置かずに対応すると
ともに、いじめ根絶チームに報告し、組織的に対応する。

⑥ 教育相談の充実（二者面談・三者相談）
・ 定期的な教育相談で、いじめの有無を確認するとともに、日常的にチャンス

相談を行い、早期発見・早期対応に役立てる。
・ 日常相談（チャンス相談）を適切に行い、日頃から生徒の話をよく聞き、生

徒がいじめについて訴えやすい人間関係を構築する。
・ 電話相談の窓口の周知等により、児童生徒がいじめを訴えやすい体制づくり

に努める。
・ 生徒や保護者が気軽に相談できる雰囲気づくりに努めるとともに、スクール

カウンセラー(ＳＣ)やスクールソーシャルワーカー(ＳＳＷ)を効果的に活用
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し、相談体制を整備する。
⑦ 日常生活での生徒観察・生徒理解

・ 生徒の些細な変化を見逃さず、教職員間の情報共有を迅速に行い、組織的に
対応できるようにする。

⑧ 関係機関等との連携
保護者、地域、教育委員会等の関係機関と連携しながら、早期にいじめを発

見し、迅速に対応していけるようにする。

（３）発達支持的生徒指導
人権が尊重され、安全で安心して過ごせる学校や学級の雰囲気づくりに努める。

① 「多様性に配慮し、均質化のみに走らない」学校づくりを目指す。
② 生徒の間で人間関係が固定されることなく、対等で自由な人間関係が築かれる

ようにする。
③ 特別活動などを通して、「どうせ自分なんて」と思わない自己信頼感を育む。
④ 「困った、助けて」と言えるように適切な援助希求を促す。
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（４）いじめにおける対応

そ １ いじめの情報をキャッチ 担 任 ← 生徒・保護者からの情報
の 他の教職員からの情報
日 ・いじめの事実確認 アンケート 個別面談等
の
う ２ 報告 学年生徒指導担当

ち ・憶測を入れずに事実のみ 学年主任 学年情報収集、方針を協議
に ・些細なことでも報告 報告

生徒指導主事 学年の方針を聞いた上で
管 理 職 助言・指示

・いじめを受けた生徒等やい 学校全体で組織的な対応
じめを知らせてきた生徒等の （被害生徒への見守り体制を整える）
安全確保と心のケア ※ 緊急度に応じて、いじめ根絶

チームによる対応を行う。

そ ＊ いじめ根絶チームの構築 いじめ根絶チーム（いじめ対策委員会）

の ○ 事実確認した内容の共有
日 ○ 指導・支援体制の構築
・ ○ 指導・支援方針の立案・共有
翌 ・誰が、誰に、いつまでに、何を
日 するか
の ・緊急に対応することは
う ・中・長期的に対応することは
ち ・保護者への対応は 等
に ○ 必要に応じて警察等の関係機関

と協力し、対応に当たる。
※ 事実関係を聞きとる際は、 〇 いじめ防止サポートチーム派遣

話の内容を正確に記録するた の検討
め、質問者と記録者の２名で
行う。

３ 事実関係の把握・情報収集 担任・関係職員
・いじめられた生徒 ・いじめられた生徒 事実確認
・いじめた生徒 ・いじめた生徒 情報の突合せ
・まわりの生徒 報告
・教職員 生徒指導主事

・保護者 （記録の保存） 管理職 いじめの認知の判断

４ 福島市教育委員会への報告 福島市教育委員会
「いじめに関する報告書」
の提出

担任・関係職員
５ 指導・助言・支援 ・ いじめられた生徒及びその保護者

・いじめられた生徒と 寄り添い、支援する。
その保護者 ・ いじめた生徒及びその保護者への

・いじめた生徒とその保護者 指導と助言
・まわりの生徒

※ 認知した日に事実確認や指導ができな
かった場合
→いじめられた生徒の保護者に連絡し、

学校としての方針を伝える。
※ 事案に応じて、関係機関等との連携を

図り、組織的な対応を行う。

６ 再発防止対策 いじめ根絶チーム（いじめ防止委員会）
そ ・情報共有
の ・再発防止に向けての方針の立案
後 ・全職員による生徒観察
の
対 担任・関係職員
応 ・いじめられた生徒への定期的な確認
応 ※ いじめられた生徒とその保護者へ、翌

日・３日・１週間・２週間・１ヶ月・２
ヶ月・３ヶ月と定期的に確認する。
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（５）その他の対応
① 被害生徒はもちろん、加害生徒等についても生徒等の心身の健康に関わる養護

教諭、スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーが内面理解に基づい
た働きかけを積極的に行うとともに、生徒等にとって相談しやすい環境を整える。

② 生徒等の命や安全を守ることを最優先に、犯罪行為として取り扱われるべきい
じめは、直ちに警察に相談・通報を行い、適切な援助を求める。

６ いじめ解消の判断
(１) いじめに係る行為が解消している。

いじめの被害者に対する心理的又は物理的な影響を与える行為が止んでいる状
態が相当の期間(３か月を目安とするが、事案によってはこの限りではない。)継
続していること

(２) 被害生徒等が心身の苦痛を感じていない。
いじめを受けているかどうか判断する時点において、被害生徒等がいじめの行

為により心身の苦痛を感じていないこと、その際、保護者に対しても確認が行わ
れていること

※ 上記の要件が満たされていた場合であっても、何をもって「解消」とするか
という点について共通理解が必要である。また、再発の可能性が十分あること
を踏まえ、日常的な生徒等の観察、心のケア等を行う。

７ 重大事態への対応
（１）重大事態の調査の目的

調査は、「公平性、中立性」を確保し、被害生徒・保護者の「何があったのか
を知りたいという切実な思い」を理解した上で、いじめの事実の全容を解明する
ことと、学校・教育委員会等の対応を検証して同種の事案の「再発防止」につな
げることを目的とする。

○ 重大事態の定義（重大事態とは）

〇 いじめにより生命、心身及び財産に重大な被害が生じた疑いがある場合
（法第28条第1項第1号）

〇 いじめにより相当の期間学校を欠席することを余儀なくされている疑いがある
場合 （法第28条第1項第2号）

〇 重大事態の発生に係る報告

本校に在籍する児童生徒等に法第 28 条第 1 項に規定する重大事態が発生した疑
いがあると認めるときは、教育委員会を通じて、その旨を市長に報告しなければ
ならない。

（２）重大事態の調査
① 重大事態の発生を認知した場合には、直ちに教育委員会を通じて７日以内に市

長にに報告する。また、速やかに「いじめ根絶チーム」による協議を行い、その
後の指導・支援の方針、具体的対応を明確にするとともに、アンケートの使用や
その他の適切な方法により、事実関係を明確にするための調査を行う。

※ 上記第１号の重大な被害が生じた疑いがあると認めるとき
・ 生徒等が自殺を企図した場合
・ 身体に重大な被害を負った場合
・ 金品等に重大な被害を被った場合
・ 精神性の疾患を発症した場合
・ いじめにより転学等を余儀なくされた場合

※ 上記第２号については、不登校の基準の年間30日を目安とするが、一定期間連
続して欠席している場合には、上記目安にかかわらず迅速に調査を着手する。

※ 生徒・保護者から重大事態に至ったという申立てがあったときには、その時点
で重大事態が発生したものとして報告・調査に当たる。

※ 第２号の調査主体は原則学校とする。ただし、学校の調査では十分な結果が得
られないと判断される場合や学校の教育活動に支障が生じる恐れがある場合に
は、教育委員会が主体で調査する。

「事実関係を明確にする」とは
いじめ行為が、いつ（いつ頃から）、誰から行われ、どのような態様であっ

たか、いじめを生んだ背景事情や生徒の人間関係にどのような問題があったか、
学校・教職員がどのように対応したかなどの事実関係を、可能な限り網羅的に
解明すること。

② ①の調査を行った際には、いじめを受けた生徒及びその保護者に対し、事実関
係や、その他の必要な情報を適切に提供する。
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※ 関係者の個人情報への十分な配慮が必要ではあるが、説明を怠ることは避けな
ければならない。

③ 必要に応じて関係諸機関との適切な連携に努める。
※ 再調査が行われる場合には、調査主体の指示の下に資料を提出するなど、調査

に協力する。
④ 調査結果に基づき、被害・加害生徒への対応を行う。
※ 被害生徒に対しては安全と安心を取り戻すための継続的なケアを行う。
※ 加害生徒に対しては保護者に協力を依頼し、自己の行為の意味を認識させた上

で、成長支援につながる丁寧な指導を行う。

（３）重大事態調査を行う組織
① 調査委員会（教育委員会の諮問を受け調査する組織）

上記第１号の重大事態が発生した場合に調査・助言・支援する。
② 重大事態調査チーム（いじめ重大事態の調査を行う組織）

以下のような場合に調査を行う。
・ 学校の組織の調査で、重大事態への対処及び同種の事態の発生の防止に必ず

しも十分な結果が得られないと教育委員会が判断した場合
・ 学校の教育活動に支障が生じるおそれがあるような場合

③ 市立学校に設ける組織
不登校重大事態が発生した場合に調査する。

④ 福島市いじめ問題再調査委員会
重大事態について再度検証し、調査する組織

（４）重大事態に発展させない困難課題対応的生徒指導
① ケース会議において、アセスメント（いじめの背景にある人間関係、被害生徒

の心身の傷つきの程度、加害行為の背景、加害生徒の抱える課題等）を行う。
② アセスメントに基づいて、被害生徒への援助方針及び加害生徒への指導方針、

周囲の生徒への働きかけの方針についてのプランニングを行う。
③ ケース会議後に、被害生徒及び保護者に対して、確認された事実、指導・援助

方針等について説明し同意を得る。
④ 指導・援助プランを実施する。
⑤ モニタリング（３か月を目途に、丁寧な見守り、被害生徒及び保護者への経過

報告と心理的状態の把握等）を行う。
⑥ いじめが認知された後の対応として、教育委員会等へ報告する。
⑦ 情報の整理と管理、ケース会議等の記録の作成と保管を行う。
※ 問題に応じて、学校外の関係機関等との密接な連携や保護者や地域の人々との

連携を図ること、及び関係する生徒の保護者に対するきめ細やかな連絡と相談を
行い信頼関係を築くことが重要である。

（５）学校主体による不登校重大事態の調査
不登校重大事態に係る調査は、学校が調査に当たることを原則とする。

〇 不登校重大事態が発生した場合の対応

不登校重大事態が発生し、教育委員会より学校主体調査の指示があった場合、「い
じめ根絶チーム」は、適切な外部人材を加え、重大事態の調査を行い、調査報告書
を教育委員会に提出する。

① いじめによる欠席開始
・ 30 日になる前から準備作業（聴取）に着手
※ いじめを理由とした欠席があった時点で教育委員会事務局の担当に相談し、

「いじめ防止サポートチーム」の派遣を検討する。
→要請により、教育委員会から「いじめ防止サポートチーム」を派遣

・ オンライン授業や別室登校等により、学習機会の確保に努める。

② いじめにより、欠席日数が 30 日が超えたことで、重大事態と判断
・ 発生したことを委員会を通じて市長に報告する。
・ 学校は、上記の市立学校用重大事態フロー図に沿って調査を行う。

→要請により、教育委員会からＳＣ，ＳＳＷを派遣
・ 定期報告と仮報告

③ ７日以内に調査結果を教育委員会を通じて市長に報告
→市長より、必要に応じて再調査の指示がある。

〇 学校による不登校重大事態の調査は、生徒等の学校復帰への支援と再発防止
が主な目的である。

〇 被害生徒等及び保護者への情報提供はもちろん、加害生徒等及び保護者へも
適時適切に情報を提供し、家庭と連携して調査を行う。
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（６）市立学校用重大事態対応フロー図

１）重大事態の発生及び疑い

教育委員会に重大事態の発生と報告（※教育委員会から市長に報告）
Ａ）生徒等の「生命、心身、又は財産に重大な被害が生じた疑いがあると認

めるとき」
Ｂ）生徒等が「相当の期間学校を欠席することを余儀なくされている疑いが

あると認めるとき」（年間３０日が目安）
Ｃ）生徒等や保護者から、「いじめられて重大事態に至ったという申立があ

ったとき」（学校が「いじめの結果ではない」「重大事態とはいえない」
と考えたとしても調査を行う）

２）教育委員会が調査主体を学校と判断し、学校が調査する場合
教育委員会の指導・助言のもと、以下のような対応にあたります。

① 学校いじめ対策組織を母体とした調査組織を設置する。
・ 学校いじめ対策組織に重大事態の性質に応じて適切な外部人材を加える。
（学校評議員・健全育成協議会委員、民生委員、ＰＴＡ代表、警察関係者等）
・ 教育委員会のＳＣやＳＳＷも外部人材として派遣可能

② 学校の調査組織で、事実関係の調査を実施する。
・ 調査での学校の基本姿勢、聴取事項、調査方法等について共通理解を図る
・ 原因の特定を急ぐのではなく、客観的な事実関係を速やかに調査し、記録

を累積する。（５Ｗ１Ｈが有効）
・ 教育委員会に対して調査の状況について定期的に報告する。
・ 被害生徒等及び保護者に対して定期的に連絡し、情報を提供する。
※ 調査前には、被害生徒等及び保護者に「ガイドライン」が示す６項目の説

明を行う。

③ 累積した記録をもとに、調査結果を取りまとめる。
・ 聴取内容等からいかなる事実を認定できるかを検討し、書面としてまとめ

る。
・ 調査報告書の記載内容については、下記を参考にする。
・ 調査の進捗状況を定期的に教育委員会に報告する。
・ 報告がある程度まとまったら、教育委員会に仮報告する。

④ 仮報告の助言を受けた調査結果を教育委員会に報告する。
・ 学校は被害生徒等及びその保護者に調査結果を報告しますが、被害生徒等

及びその保護者より報告書に対する意見書があれば、調査結果に添えて教育
委員会に提出する。

⑤ 学校は、調査結果を踏まえた必要な措置を講じる。
・ 教育委員会の他の調査組織や市長部局の再調査委員会による再調査に備
え、学校は、調査資料を整理しておく。

・ 学校は調査結果を生かしたいじめ防止のための対策を講じる。

＜調査報告書の記載内容＞
１ 学校名・対象児童生徒名（学年・学級・性別）
２ 調査の概要（いじめ・重大事態の概要について記載する。）
３ 調査の目的（学校での同種事案の発生防止についても明記する。）
４ 調査を行う組織及び調査の進め方（組織・調査対象・調査手法・聴き取り方法

調査経過）
５ 被害児童生徒の状況（学校生活状況・出席状況・友人関係・部活動の活動状況

・保健室の利用状況・ＳＣとの面談・学校生活アンケートの結果等について明記
する。）

６ 調査内容（事実関係）
※ 対象児童生徒等・保護者・教職員・関係する児童生徒等・保護者からの聴取

等や記録に基づき、いつ、どこで誰がどのような行為を誰に対して行ったのか、
確認した事実を根拠とともに時系列で記載する。

７ 調査結果のまとめ（いじめ・重大事態に当たるかどうか、調査組織の所見とし
て記載する。）

８ 今後の対象児童生徒等の支援方針（加害児童生徒等の支援方針も記載する。）
９ 今後の当該学校におけるいじめ・不登校対策に関する校長の所見を記載する。
10 教育委員会の対応に不備があった場合は、その内容と改善策を記載する。
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７ 学校評価における留意事項
（１） いじめの未然防止、早期発見、いじめの再発を防ぐための組織的な取組など、

適正な評価を実施するとともに学校のいじめ防止基本方針の見直しをする。

８ 守秘義務
いじめに関する相談、調査等に関係した者は、職務上知り得た秘密を漏らしてはな

らない。その職を退いた後も、同様とする。

９ 留意事項
・ 基本方針については毎年見直しを行い、ホームページ等で保護者や地域に公表し

周知することで、いじめ防止の意識を高める。
・ いじめの認知件数が一年間を通じ零件であった場合は、その事実をホームページ

や学校だより等で公表する。


